臨床検査技師のみなさんへ

お疲れさまです。日々、医療の最先端で重責を担って日夜分かたぬ努力をなさっておられることに敬意を表します。

さて、国立病院が独立行政法人に移行して５年目を迎え、見直しの時が近づいてきました。厚生労働省は非公務員型組織に変えるつもりで、また更なる「合理化」を狙っています。

当局に対抗できる組織は実質全医労しかなく、特に検査科では組合員が少ないことから攻撃が入りやすい状態です。少しでも働きやすい職場にしていくために、身近な問題を紹介しながら、みなさんの組合加入をお願いするために、この手紙を差し上げる次第です。

一つは、ＦＭＳ、ブランチラボの問題です

ブランチラボは、国立病院では全国で７施設に導入されています。導入された職場では、職員は転勤や生理検査など他の部門に配置されています。臨床検査センター企業は豊富な資金力を背景に政治家を使い、検体管理加算の獲得、生理検査も含めて今後一層拡大する戦略です。臨床検査という非常に重要な部門を職員以外の人に任せて良いのか、検査技師のみなさんだけでなく、職員全員が不安に思っています。

二つ目は、当直の問題です

　国立病院で行っている当直は、労働基準法に抵触しかねない施設が多数あります。交替制勤務にすることが望ましいのですが、夜勤をすれば日勤者が減ります。日勤体制を維持しながら当直制をやめるためにも、職員を増やしていきましょう。高度専門医療センターでは、そのため医療職（二）の職員を増員しつつありますが、独法施設ではその動きはありません。全医労は、現場の皆さんに実態を訴えてもらい、増員の運動に反映させたいと思っています。

三つ目は、転勤です

　国立病院の医療職（二）職員は、あたり前のように転勤しています。しかし民間病院ではほとんど転勤はなく、転勤は本当に必要なのか、必要だとしても、その頻度は適切か、家庭の事情で家を離れられない職員まで転勤させられている現状はどうか、やむなく退職する方も増え、問題は山積しています。

　労働基準法には、このような問題も含め、労働条件を改善していく手段として、労使による団体交渉が規定されています。団体交渉での要求の実現には、どれだけ多くの職員の賛同が得られているか、つまりは、労働組合にどれだけ多くの職員が加入しているかがカギとなります。

　仕事を一生懸命やっておればいい、という時代ではなくなっています。皆さんがめざした仕事を、健康を維持しながら、モチベーションと専門性を高めて仕事に専念できるようにするためにも、心より全医労への加入を訴えます。
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